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連結業績の概要（収益）

億円

（前中間期）→（当中間期）

＜円／US$＞ 期中平均 : １０９．９ → １０９．５
期末 : １１１．１ → １１３．２

（前中間期）→（当中間期）

＜円／ユーロ＞ 期中平均 : １３３．３ → １３５．６
期末 : １３７．０ → １３６．１

（注）蝶理（株）、水道機工（株）は２００５年３月期中間期まで持分法を適用。

為替レート

蝶理・水道機工の影響を除いた場合

05年3月期
中間期

06年3月期
中間期

05年3月期
中間期

06年3月期
中間期

売 上 高 5,757 6,788 +1,031 (+17.9%) 5,757 5,757 0 (0.0%)

売 上 原 価 4,486 5,367 +881 (+19.6%) 4,486 4,438 -48 (-1.1%)
売 上 総 利 益 1,271 1,421 +150 (+11.8%) 1,271 1,319 +48 (+3.8%)
（ 売 上 高 総 利 益 率 ） 22.1% 20.9% -1.1 ポイント 22.1% 22.9% +0.8 ポイント
販 売 費 及 び
一 般 管 理 費 915 1,032 +117 (+12.8%) 915 940 +25 (+2.7%)

（ 売 上 高 販 管 費 比 率 ） 15.9% 15.2% -0.7 ポイント 15.9% 16.3% +0.4 ポイント
営 業 利 益 356 388 +32 (+9.1%) 356 379 +23 (+6.5%)
（ 売 上 高 営 業 利 益 率 ） 6.2% 5.7% -0.5 ポイント 6.2% 6.6% +0.4 ポイント
営 業 外 収 支 ▲ 8 ▲ 20 -12 ( - )

経 常 利 益 348 368 +20 (+5.8%)

特 別 損 益 ▲ 41 ▲ 60 -18 ( - )

税 前 利 益 306 309 +2 (+0.7%)

中 間 純 利 益 198 168 -30 (-15.3%)

１株当たり中間純利益 14.12円 11.96円
１株当たり中間配当金 3.5円 4.0円

増減増減
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売上高・営業利益の推移
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営業外収支

億円

一部の国内関係会社の減損と収益悪化

USドルの金利上昇に伴う支払利息増加等

０５年３月期
中間期

０６年３月期
中間期

増減 特記事項

営業外収益 73 62 -11

受取利息及び配当金 9 14 +5

持分法による投資利益 42 21 -21

雑収益 22 28 +6

営業外費用 ▲ 81 ▲ 83 -2

支払利息 ▲ 31 ▲ 39 -8

雑損失 ▲ 50 ▲ 44 +6

営業外収支 ▲ 8 ▲ 20 -12

金融収支 ▲ 22 ▲ 25 -3

雑収支 ▲ 28 ▲ 16 +12

注）収益はプラス、費用はマイナス（▲）で表示
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特別損益

億円
０５年３月期
中間期

０６年３月期
中間期

増減 特記事項

特別利益 9 21 +11
有形固定資産売却益 3 5 +2
投資有価証券売却益 0 16 +16
その他 6 - -6

特別損失 ▲ 51 ▲ 80 -29
有形固定資産売却廃棄損 ▲ 12 ▲ 14 -2
減損損失 - ▲ 17 -17
投資有価証券評価損 ▲ 3 ▲ 1 +2
関係会社整理・評価損 - ▲ 9 -9
構造改善費用 ▲ 32 ▲ 5 +27
退職給付制度改定損失 - ▲ 14 -14
在外子会社退職給付引当損 - ▲ 19 -19
その他 ▲ 4 ▲ 1 +3

▲ 41 ▲ 60 -18ネット特別損益

遊休土地の減損

保有意義の低下した株式の売却

確定拠出年金への移行に伴うもの

英国年金会計基準の変更に伴うもの

注）収益はプラス、費用はマイナス（▲）で表示
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資産・設備投資額・減価償却費

億円
05年3月末 05年9月末 増減 特記事項

総資産 14,023 14,226 +203
流動資産 6,444 6,239 -205
有形固定資産 5,320 5,358 +38
無形固定資産 108 112 +4
投資その他 2,151 2,517 +366 投資有価証券の増加等

05年3月期
中間期

06年3月期
中間期

増減 特記事項

234 318 +84 東レ：９９、国内：３８、海外：１８１

315 304 -11 東レ：１２４、国内：４８、海外：１３２

▲ 32 24 +55

▲ 112 38有形固定資産増減

設備投資額

減価償却費　　　　　－）

振替・除却等

主な設備投資 ：
＜国内＞東レ ：カラーフィルター設備 ２００５年４月稼働開始（ＬＭ５第Ⅰ期）

：ＰＤＰペースト設備 ２００５年９月稼働開始
＜海外＞ＳＴＥＭＣＯ ：ＴＡＢ・ＣＯＦ加工設備（韓国） ２００５年３月稼働開始

ＣＦＡ ：炭素繊維設備（米国） ２００６年１月稼働予定
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負債・資本

億円

05年3月末 05年9月末 増減 特記事項

8,964 8,892 -73

流動負債 5,237 5,056 -181 有利子負債の圧縮、買入債務の減少等

固定負債 3,727 3,835 +108 繰延税金負債の増加等

533 490 -43

4,525 4,844 +319
利益剰余金の増加、上場株式の評価差
益の増加等

4,668 4,595 -74 有利子負債の圧縮

少数株主持分

資本合計

有利子負債残高

負債合計

Ｄ／Ｅレシオ推移 ０４年９月末 １．１５

０５年３月末 １．０３

０５年９月末 ０．９５
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事業セグメント別業績（売上高／営業利益）

億円

05/3期
中間期
06/3期
中間期

05/3期
中間期
06/3期
中間期

繊維 2,242 2,887 +645 (+28.8%) 101 104 +3 (+3.0%)

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ･ｹﾐｶﾙ 1,348 1,588 +240 (+17.8%) 60 86 +26 (+42.7%)

情報通信材料・機器 1,085 1,111 +27 (+2.5%) 150 131 -19 (-12.5%)

炭素繊維複合材料 215 244 +29 (+13.6%) 28 59 +31 (+109.7%)

環境・ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 520 619 +99 (+19.0%) 3 ▲ 12 -14 ( - )

ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽその他 347 337 -10 (-2.7%) 13 20 +7 (+56.2%)

(内医薬・医療) 202 203 +1 (+0.6%) ▲ 3 6 +9 ( - )

連結 5,757 6,788 +1,031 (+17.9%) 356 388 +32 (+9.1%)

売上高 営業利益

増減 増減



11

事業セグメント別業績（繊維）

不採算品種の削減による販売量の
戦略的減少、及び蝶理の連結子会
社化による内部消去増の影響もあり、
減収。価格転嫁の推進や高採算品
へのシフトにより、原燃料価格高騰
の影響をカバーし、前年同期並みの
営業利益を確保。

蝶理の連結子会社化の影響等に
より、増収増益。

アジア子会社が原燃料高の影響を
受ける等によって増収減益。
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売上高 営業利益
特記事項

東レ

国内子会社

海外子会社

２，２４２

２，８８７
１０４

１０１
+28.8%

+3.0%

＜主要関係会社＞
国 内： 東レｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ、一村産業、蝶理 他
アジア： ＰＥＮＦＡＢＲＩＣ（ﾏﾚｰｼｱ）、ＬＵＣＫＹＴＥＸ（ﾀｲ）、ＩＴＳ（ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ)、ＴＦＮＬ（中国） 他
欧 米： ＡＬＣＡＮＴＡＲＡ（ｲﾀﾘｱ） 他
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事業セグメント別業績（ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ･ｹﾐｶﾙ）

特記事項

東レ

国内子会社

海外子会社

フィルム事業の一部の製品を子会
社に移管したこと、及びケミカル事
業のラクタム外販を中止したこと
等により、減収なるも、樹脂・フィ
ルム事業は堅調に推移し、増益。

原燃料価格高騰によるコストアップ
分の販売価格への転嫁、及び事業
構造の転換を進め、全体で増収増
益。

蝶理の連結子会社化の影響に加
え、フィルム加工子会社が堅調に
推移したことから、増収増益。
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売上高 営業利益

１，３４８

１，５８８

６０

８６

+17.8%
+42.7%

＜主要関係会社＞
国 内： 東レﾌｨﾙﾑ加工、東レ・ﾌｧｲﾝｹﾐｶﾙ、曽田香料、蝶理 他
海 外： ＴＰＡ（ｱﾒﾘｶ）、ＴＰＭ（ﾏﾚｰｼｱ）、ＴＰＥｕ（ﾌﾗﾝｽ）、ＴＳＩ（韓国） 他
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事業セグメント別業績（情報通信材料・機器）
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売上高 営業利益

特記事項
東レ

国内子会社

海外子会社

ＩＴ関連樹脂・フィルムの拡販により、
増収なるも、前下期から第１四半期
にかけてデジタル関連製品需要が調
整局面に入ったことから回路材料な
どが減少し、好調であった前年同期
比では、減益。

フィルム加工子会社は好調に推移し
たが、前年同期に好調であった液晶
分野の設備投資の一巡により、関連
機器の出荷減があり、全体として減
収減益。

韓国子会社で、ＦＰＤ用フィルムを
拡販し増収なるも、回路材料関連
子会社がユーザーの在庫調整の
影響を受け、減益。

１，０８５ １３１

１５０
+2.5% -12.5%

１，１１１

第１四半期に比べ第２四半期に業
績は好転した。

＜主要関係会社＞
国 内： 東レｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ、東レﾌｨﾙﾑ加工 他
海 外： ＴＰＡ（ｱﾒﾘｶ）、ＴＰＥｕ（ﾌﾗﾝｽ）、ＴＳＩ（韓国） 他
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事業セグメント別業績（炭素繊維複合材料）
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売上高 営業利益

２１５

２４４

２８

特記事項

東レ

海外子会社

航空機用途、パソコン筐体や
機械部品等の産業用途、ゴル
フシャフトを中心としたスポー
ツ用途等、全用途が堅調に推
移し、高採算品へのシフトも進
めた結果、増収増益。

欧州子会社の増産・増販効
果とともに、米国子会社も航
空機用途及び産業用途で拡
販を進め、増収増益。

+13.6%

+109.7%

５９

国内子会社

商事子会社が順調に拡販し、
増収。

本セグメントでは、日米欧３拠点のグローバルオペレーションの規模が大き
く、実態を正しく表すために、内部売上高の消去を外枠で記載しています。

＜主要子会社＞
国 内： 東レｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ
海 外： ＳＯＦＩＣＡＲ（ﾌﾗﾝｽ）他
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事業セグメント別業績（環境・ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ）
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売上高 営業利益
特記事項

国内子会社

水道機工の連結子会社化の
影響により、増収なるも減益。

５２０

６１９
３

－１２

+19.0%

＜主要子会社＞
国 内： 東レ建設、東レｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ、東レＡＣＥ、水道機工 他



16

事業セグメント別業績（ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽその他）
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＜主要関係会社＞
国 内： 東レ・ﾒﾃﾞｨｶﾙ、東レﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ、東レｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ 他
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特記事項

全体 （内医薬・医療） 全体 （内医薬・医療） 全体 （内医薬・医療）

-2.7%
+56.2%

+0.6%

医薬・医療事業がドルナーの拡
販に努めるとともに、ライセンス
収入増等もあり、増収増益。
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営業利益増減要因分析
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加価値品へのシフト

石化原料価格の
影響を受けにくい
製品の価格変動
（ネット）

販売数量増

+377 -345

+32
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ⅡⅡ．２００６年３月期通期見通し．２００６年３月期通期見通し
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連結業績見通し
億円

05年3月期 06年3月期
上期 5,757 6,788 +1,031 (+17.9%)
下期 7,229 7,512 +283 (+3.9%)
通期 12,986 14,300 +1,314 (+10.1%)
上期 356 388 +32 (+9.1%)
下期 455 532 +77 (+17.0%)
通期 811 920 +109 (+13.5%)
上期 348 368 +20 (+5.8%)
下期 420 502 +82 (+19.4%)
通期 768 870 +102 (+13.3%)
上期 198 168 - 30 (-15.3%)
下期 146 263 +116 (+79.6%)
通期 344 430 +86 (+25.0%)

上期 １４．１２円 １１．９６円

下期 １０．３４円 １８．７５円

通期 ２４．４６円 ３０．７１円

上期 ３．５円 ４．０円

下期 ３．５円 ４．０円

通期 ７．０円 ８．０円

増減

１株当たり
当期純利益

１株当たり
配当金

売上高

営業利益

経常利益

当期純利益

（通期営業利益見通しに対する中間期進捗率）

期初見通し 今回見通し
中間期営業利益
実 績 340 388

通期営業利益
見 通 し 900 920

中間期進捗率 37.8% 42.2%

想定為替レート（2005年10月～2006年3月）：１１０円／ＵＳ＄、１３８円／ユーロ
想定原油価格（2005年10月～2006年3月） ：US＄５７／Ｂ（ドバイＦＯＢ）
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事業セグメント別業績見通し （売上高／営業利益）
億円

０５年
３月期

０６年
３月期

０５年
３月期

０６年
３月期

上期 2,242 2,887 +645 (+28.8%) 101 104 +3 (+3.0%)

繊維 下期 2,891 2,913 +21 (+0.7%) 108 107 -2 (-1.6%)

通期 5,134 5,800 +666 (+13.0%) 209 210 +1 (+0.6%)
上期 1,348 1,588 +240 (+17.8%) 60 86 +26 (+42.7%)

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ･ｹﾐｶﾙ 下期 1,656 1,712 +56 (+3.4%) 96 89 -7 (-7.6%)

通期 3,004 3,300 +296 (+9.9%) 157 175 +18 (+11.8%)
上期 1,085 1,111 +27 (+2.5%) 150 131 -19 (-12.5%)

情報通信材料・機器 下期 1,107 1,289 +182 (+16.4%) 133 184 +51 (+38.3%)

通期 2,191 2,400 +209 (+9.5%) 283 315 +32 (+11.4%)
上期 215 244 +29 (+13.6%) 28 59 +31 (+109.7%)

炭素繊維複合材料 下期 232 256 +24 (+10.3%) 28 51 +23 (+83.3%)

通期 447 500 +53 (+11.9%) 56 110 +54 (+96.6%)
上期 520 619 +99 (+19.0%) 3 ▲ 12 -14 ( - )

環境・ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 下期 966 981 +14 (+1.5%) 40 62 +22 (+53.4%)

通期 1,487 1,600 +113 (+7.6%) 43 50 +7 (+16.4%)
上期 347 337 -10 (-2.7%) 13 20 +7 (+56.2%)

ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽその他 下期 377 363 -14 (-3.7%) 52 40 -12 (-23.0%)

通期 723 700 -23 (-3.2%) 65 60 -5 (-7.2%)
上期 202 203 +1 (+0.6%) ▲ 3 6 +9 ( - )

(内医薬・医療) 下期 241 247 +5 (+2.2%) 31 24 -8 (-25.3%)

通期 444 450 +6 (+1.5%) 29 30 +1 (+5.2%)
上期 5,757 6,788 +1,031 (+17.9%) 356 388 +32 (+9.1%)

連結 下期 7,229 7,512 +283 (+3.9%) 455 532 +77 (+17.0%)

通期 12,986 14,300 +1,314 (+10.1%) 811 920 +109 (+13.5%)

売上高 営業利益
特記事項

増減　　　（％） 増減　　　（％）

原燃料価格高騰の影響はあるも、価格転
嫁・高採算品へのシフトを進めるとともに、
海外子会社を中心に拡販を進め、増収増
益の見込み。

自動車用樹脂及び包装材料用・工業材料
用フィルムの拡販を進めるとともに、原燃
料価格高騰分の価格転嫁を図り、増収増
益の見込み。

IT関連需要の回復を受け、ＦＰＤ関連フィル
ム、フィルム加工品、回路材料等の拡販に
より増収増益の見込み。

航空機、産業、スポーツ全用途での旺盛な
需要に加え、仏SOFICARの増設効果が寄
与し、増収増益の見込み。

水道機工の連結子会社化を主因に増収の
見込み。エンジニアリング子会社及び建設
子会社が好調に推移することを主因に増益
の見込み。

医薬品・医療材の拡販とともに、事業体質
強化を進め、増収増益の見込み。

前年度に子会社のホテル事業を譲渡した
こと等により減益の見込み。
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事業セグメント別上下営業利益比較
億円

・既存医薬・医療材の着実な拡販・季節要因で営業利益が下期偏重２０→４０

（＋２０）

ライフサイエンス

その他

・米国工場立上げ準備の着実な推進

・新規用途の開拓（自動車用途など）

・全用途とも需要は堅調

・愛媛工場の４年毎の法定点検
（2005年10月）による生産量減

・2006年初め米国工場立上げ準備費用増

５９→５１

（－８）

炭素繊維

複合材料

３８８→５３２

（＋１４４）

▲１２→６２

（＋７３）

１３１→１８４

（＋５３）

８６→８９

（＋３）

１０４→１０７

（＋３）

営業利益

上期→下期

（ ）内差異

・マンション・建設物件受注が下期
に集中

・水道機工は下期型ビジネス

・全般の市況は回復基調

・ＦＰＤの販売数量は伸長

・値下げ圧力強い

・原燃料価格が更に上昇する懸念

・自動車用途樹脂需要堅調

・原燃料価格が更に上昇する懸念

・定番品の市況低迷が続く懸念

事業環境

・原燃料コストの価格転嫁推進

・高付加価値品の拡販
繊維

・原燃料コストの価格転嫁推進

・高付加価値品の拡販

プラスチック

・ケミカル

連結

・受注案件のプロジェクト管理徹底

・原価低減努力・営業費削減努力を引き続き実施

・水処理組織改編（事業本部制）、水道機工との連携
強化

環境・
エンジニアリング

・ＦＰＤ用光学フィルム及びフィルム加工品の拡販

・回路材料の拡販

・韓国子会社でのＦＰＤ用光学フィルム及び回路材料
拡販

情報通信材料

・機器

下期のアクションプラン事業セグメント
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情報通信材料・機器セグメントの状況

0

50

100

150

200

　上期実績 下期見通し

•ＩＴ関連フィルム
•フィルム加工品
•回路材料
•検査装置等

億円 見通しを上回る増益

+53

・“ＢＵＹ ＫＯＲＥＡＮ”を背景とした韓国
市場でのシェアアップ
（光学フィルム、ＦＰＣ材料、ＴＡＢ・
ＣＯＦテープ等）

在韓国子会社の
回路・フィルム加工品事業

国内関係会社による
フィルム加工品事業

半導体材料他の事業

回路材料事業

IT関連フィルム事業
（ＦＰＤ、デジフォト他）

上期比下期増益
となる主な事業

・ＦＰＤ用保護フィルムの拡販
・２層回路材料の新設備稼働による
さらなる事業拡大

・大手ユーザーとの取り組みによる
半導体材料・ＰＤＰ材料の拡販
・印写材料製造設備能力の増強他

・グローバルオペレーション推進による
ＦＰＣ用材料の拡販
・ＴＡＢ材料のＰＤＰパネル用途拡大

・成長するＦＰＤ用光学ＰＥＴフィルム需
要の着実な取り込み
・デジタルフォトプリント用途での高シェ
ア維持

アクションプラン

下 期 増 益 の 要 素

成長するＩＴ関連市場でさらなる拡販を目指す

第１Ｑ時点
の見通し

110

131

通期営業利益

３１５億円

184

第２四半期以降

１）大型ＬＣＤ需要の拡大

２）IT関連部材の在庫調整完了→需要拡大基調
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炭素繊維複合材料セグメントの状況

炭素繊維複合材料は、増産、航空機用途の拡大、新用途への拡販に加え、値戻しが進
み、前年度比営業利益が大幅に増加しつつある。来期以降も増産効果や各用途の拡
大が見込める。

炭素繊維複合材料は、増産、航空機用途の拡大、新用途への拡販に加え、値戻しが進
み、前年度比営業利益が大幅に増加しつつある。来期以降も増産効果や各用途の拡
大が見込める。

B787生産本格化ﾎﾞｰｲﾝｸﾞ社殿、ｴｱﾊﾞｽ社
殿とも生産機数増加

B787開発用プリプレグ
販売

航空機

CFA

（1,800t/y→3,600ｔ/y）

TCA（5,200千m２/y

→ 11,400千m２/y）

2006年初め稼働開始予定

SOFICAR
(800t/y→2,600t/y

2004年10月稼動開始）

増産

需給バランスのタイトが
継続

需給バランスタイトによ
り、値戻しが順調に進む

品種別利
益管理の
徹底

左記用途の更なる拡大圧力容器（ＣＮＧタンク
等）・土木建築用途拡大

産業

04年度→05年度 05年度→06年度

２００７年度以降も継続的な増設を行い、
２０１０年度には売上高１，３００億円を
目指す。

炭素繊維生産能力
（各年末時点、公称能力ベース）

トン／年

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

既設

意思決定済

計画

構想

増設完了

トン／年

0

5,000

10,000

15,000
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25,000

30,000

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

既設

意思決定済

計画

構想

増設完了
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原料価格の見通し

主要原料の価格は、１０月以降も高値の水準で推移する見込み。更なる価格転嫁、高付
加価値品への転換が必要。

主要原料の価格は、１０月以降も高値の水準で推移する見込み。更なる価格転嫁、高付
加価値品への転換が必要。

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

'04/4～6 '04/7～9 '04/10～12 '05/1～3 '05/4～6 '05/7 '05/８ '05/9 '05/10～12 '06/1～3
0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

原油（DUBAI FOB，$/BL,右軸） →

← ナフサ（$/t,左軸）

← ＡＮ（$/t,左軸）

ＢＺ(¢/gal,右軸） →

← ＰＸ（$/t,左軸）

← ＥＧ（$/t,左軸）
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設備投資額・減価償却費・研究開発費見通し

設備投資額 研究開発費 億円億円
05/3月期
実績
06/3月期
見通し

増減

東レ単体 313 325 +12

連結子会社 71 75 +4

連結ベース 384 400 +16

05/3月期
実績
06/3月期
見通し

増減

東レ単体 298 400 +102

連結子会社 397 550 +153

連結ベース 695 950 +255

減価償却費 億円

05/3月期
実績
06/3月期
見通し

増減

東レ単体 269 270 +1

連結子会社 357 370 +13

連結ベース 626 640 +14
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ⅢⅢ．．中期経営課題中期経営課題““プロジェクトＮＴプロジェクトＮＴ-ⅡⅡ””
フォローアップフォローアップ
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ＮＴ－Ⅱで取り組むプロジェクト

①アセアン－事業構造改革、新規事業展開による収益拡大
②中国－黒字定着、新規事業の積極的推進
③韓国－ＩＴ関連材料、先端材料の拡大
④欧米－事業構造改革、先端材料拡大による収益向上

（８）海外事業の戦略的拡大
（ＫＰプロジェクト）

①ナンバーＯｎｅ事業拡大戦略の推進 ②ナンバーＯｎｅ事業への経営資源
の傾斜投入 ③社員の意識高揚（自信、プライドの喚起）とナンバーＯｎｅ事
業の力を活かした事業戦略強化

（７）ナンバーＯｎｅ事業拡大

（ナンバーＯｎｅプロジェクト）

①新規先端材料の早期事業化
②研究開発機能の強化（ＴＦＲＣなどの拡充等）
③既存先端材料の拡大 ④知的財産力の強化

（６）先端材料事業拡大
（ＳＺプロジェクト）

①粗利赤品種の撲滅 ②粗利率５％以上／３年間の改善
③売上高営業費比率の維持・低減

（５）品種別利益管理強化

（ＨＫプロジェクト）

事業構造改革

による

事業拡大・

収益拡大

①営業の意識改革 ②営業指標の目標管理 ③New Value Creatorの推進
④ＩＴ武装化 ⑤ワンストップトータルサービス機能拡大 ⑥グローバルオペ
レーションの更なる強化 ⑦ＺＨ（在庫半減）プロジェクト

（４）営業改革
（営業改革プロジェクト）

（３）財務体質強化

（ＦＫ－Ⅱプロジェクト）

（２） トータルコスト競争力（～０５／３）
（ＴＣプロジェクト）
自助努力改善（０５／４～）
（ＪＤプロジェクト）

（１）活性化

（ＡＣＴプロジェクト）

プロジェクト

①先端材料事業への投資拡大と財務体質強化の両立
②D/Eレシオ１．０以下の早期達成

①０４年度は、TC-3の確実な実行 （削減目標：６０億円、実績９０億円）
②０５年度以降は自助努力改善（ＪＤプロジェクト）として展開

①コミュニケーション・情報共有化の強化 ②コーポレート・アントレプレナー
シップの社風喚起 ③年金制度の改革 ④若手優秀人材の抜擢 ⑤女性が
活躍できる企業文化の確立

取り組むべきテーマ

意識改革 ・

企業体質強化

経営課題
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財務体質強化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

２００５年９月末のＤ／Ｅレシオは、０．９５まで低下し、ＮＴ－Ⅱの目標値である１．０以下
を前倒しで達成した。

２００５年９月末のＤ／Ｅレシオは、０．９５まで低下し、ＮＴ－Ⅱの目標値である１．０以下
を前倒しで達成した。

4,142 4,525

4,945 4,668

4,844

4,595

1.19

1.03

0.95
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Ｄ／Ｅレシオ

億円

（見通し）

前
倒
し
達
成
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品種別利益管理強化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

当中間期は、前年同期比売上高総利益率が上昇し、売上高営業利益率は改善。下期には売上高営業
費比率を含む３指標全て改善の見込み。売上高に占める赤字品種の割合は、着実に減少している。

当中間期は、前年同期比売上高総利益率が上昇し、売上高営業利益率は改善。下期には売上高営業
費比率を含む３指標全て改善の見込み。売上高に占める赤字品種の割合は、着実に減少している。

4.0%

5 .0 %

6 .0 %

7 .0 %

8 .0 %

0 4 / 3期上 0 4 / 3期下 0 5 / 3期上 0 5 / 3期下 0 6 / 3期上 0 6 / 3期下(見通し)

20 .0 %
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22 .0%

23 .0%

24 .0%

0 4 / 3期上 0 4 / 3期下 0 5 / 3期上 0 5 / 3期下 0 6 / 3期上 0 6 / 3期下(見通し)

売上高総利益率

売上高営業費比率

売上高営業利益率
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赤字品種

黒字品種

黒字・赤字品種の売上高比率の変化

早期に達成
（見通し）

東レ単体

中間期実績

04/3期 05/3期 06/3期 06/3期

売上高総利益率・売上高営業費比率・売上高営業利益率（蝶理・水道機工の影響を除く）

14 .0%

15 .0%

16 .0%

17 .0%

18 .0%

0 4 / 3期上 0 4 / 3期下 0 5 / 3期上 0 5 / 3期下 0 6 / 3期上 0 6 / 3期下(見通し)
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先端材料事業拡大ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

先端材料については、既存事業の収益拡大とともに、研究開発段階の有望テーマの

早期事業化に向けて取り組んでいる。

先端材料については、既存事業の収益拡大とともに、研究開発段階の有望テーマの

早期事業化に向けて取り組んでいる。
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情報・通信
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33

65

145

131
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81
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億円

環境・安全・アメニティー他

ライフサイエンス

情報・通信

214 221

連結営業利益

1,910

連結売上高

2,002

4,700

550

05/3月期 06/3月期 早期に達成

4,400

510

（中間期実績） （通期実績） （中間期実績） （見通し）

4,065

461

進捗率
４６％

進捗率
４３％

05/3月期 06/3月期 早期に達成
（中間期実績） （通期実績） （中間期実績） （見通し）

主な事業化推進プロジェクトの進捗状況

＜次世代フィルム回路基板＞
10μmレベルの微細ピッチと位置精度に優れた
「次世代パターン加工技術」を開発し、「次世代
フィルム回路基板」の製品化を推進中。

＜ＣＭＰ研磨パッド＞
高研磨速度（研磨時間短縮）、高均一性、低欠陥、
300mmｳｪｰﾊ対応などの特長を持つ、当社独自の
ＣＭＰ研磨パッドを開発し、市場開拓中。

＜有機ＥＬ材料＞
有機ＥＬパネルの開発大手ユーザーにおける評
価を進めており、複数社で認定を取得済み。
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ナンバーＯｎｅ事業拡大ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

当中間期のナンバーＯｎｅ事業は、炭素繊維・ＰＥＴフィルム等が好調に推移
し、今年度の営業利益見通しに対する進捗率は５２％と順調に進捗。

1,630

3 ,1 99

1 ,610

3 ,3 50
3 ,700

0
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1 ,000

1 ,500

2 ,000

2 ,500

3 ,000

3 ,500

4 ,000
億円

売上高

進捗率
４８％

05/3月期 06/3月期 早期に達成
（中間期実績） （通期実績） （中間期実績） （見通し）

２００６年３月期中間期の進捗状況

主な製品事業セグメント

炭素繊維

自動車用外板

炭素繊維複合材料

ＰＥＴフィルム

ＤＭＳＯ

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ・ｹﾐｶﾙ及び

情報通信材料・機器

フッ素繊維繊維

１．プロジェクトの重点化と設備投資の優先順
位付けを実施。

２．営業利益が前年同期比増加した主な製品
は以下の通り。

営業利益
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進捗率
５２％

05/3月期 06/3月期 早期に達成
（中間期実績） （通期実績） （中間期実績） （見通し）
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海外事業の戦略的拡大ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

韓国における情報通信材料事業、タイにおける自動車関連事業等の「重点プロジェクト」を

推進するとともに、新立地での案件などを「新規プロジェクト」に指定し、推進中。

韓国における情報通信材料事業、タイにおける自動車関連事業等の「重点プロジェクト」を

推進するとともに、新立地での案件などを「新規プロジェクト」に指定し、推進中。
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1,023
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1,258

1,130
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億円

欧米
アジア

外部売上高

1,633

3,900

営業利益

81

370

05/3月期 06/3月期 早期に達成

1,815

（中間期実績） （見通し）

3,700

200

86

進捗率
４９％

進捗率
４３％

１．東欧（チェコ）
チェコでのエアバッグ基布事業開始
生産能力：300千m/月 量産開始：2006年1月
２．ロシア
商事子会社のﾓｽｸﾜ事務所開設（2005年7月）

新規プロジェクトの推進

１．韓国での情報通信材料事業
・フィルム加工設備建設に着工
設備能力：700万m２/月
量産開始予定：2006年上期
・光学用ＰＥＴフィルム生産設備建設開始
生産能力：13,200ｔ/年
量産開始予定：2007年上期
２．タイでの自動車関連事業
高機能樹脂ｺﾝﾊﾟｳﾝﾄﾞ増産開始
生産能力：6,000t/年 9月から量産スタート

重点プロジェクトの推進

3,370

154

（中間期実績） （通期実績）

05/3月期 06/3月期 早期に達成
（中間期実績） （見通し）（中間期実績） （通期実績）
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ＮT-Ⅱの数値目標
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（億円）

“プロジェクトＮＴ２１”

実績

目標値
06年3月期期初見通し
06年3月期今回見通し

早期に達成

（見通し）

“プロジェクトＮＴ-Ⅱ”

「危機から
の脱出」

「新たな飛躍への
基盤作り」

中期の展望

営業利益の推移・計画・展望

９２０

営業利益１０００億円営業利益１０００億円

達成時の主要財務達成時の主要財務

指標イメージ指標イメージ

ＲＯＡ： 約７％

ＲＯＥ： 約９％

Ｄ／Ｅﾚｼｵ：１．０以下

＜早期達成目標＞

１,２００以上
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最近のトピックス （05/8～05/10)

○○
革新的ナノアロイ技術による先端樹脂材料の創出について
異なる２種類の樹脂を混合（アロイ）して、それぞれの樹脂の優れた特性のみを引き出
すことに成功。本技術により、従来では実現不可能だった全く新しい先端樹脂材料の創
出が可能となる。

１０月

○○

Ｃ型肝炎ウイルス（HCV）ワクチン開発に着手
財団法人東京都医学研究機構 東京都神経科学総合研究所と共同で、Ｃ型肝炎ウイ
ルス（HCV）の培養に世界で初めて成功し、その研究成果が本年６月にNature Medicine
誌に発表された。ヒト天然型インターフェロン-β製剤“フエロン”などで培ったバイオ医薬
開発技術をベースに、本技術を活用したＣ型肝炎ウイルス（HCV）ワクチンの開発に着
手した。HCVワクチンの早期実用化に向けて都神経研および国立感染症研究所と共同
で研究を推進する。

８月

○○○
クールビズ対応企画“クール白書8”の展開について
地球環境問題への全社的取り組みの一環として、２００６年夏のクールビズファッション
に対応するための衣料品企画を クール白書8 とし、アパレル・小売店などへ本格的か
つ総合的な提案を開始。

１０月

○
高密度電子回路用２層型基板フィルムの増設
回路基板等の需要拡大に対応して、東レフィルム加工（株）福島工場に２層型フレキシ
ブル基板フィルム“メタロイヤル”の最新鋭生産設備を増設する。（2006年4月までに稼
働開始予定）

８月

ＮＴーⅡの施策

先端材料
事業拡大

事業構造
改革,

ＮＶＣ

海外事業
拡大

ﾅﾝﾊﾞｰOne
事業拡大

トピックス発表時期
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参考資料参考資料
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高密度電子回路用２層型基板フィルムの増設

回路基板等の需要拡大に対応して、東レフィルム加工（株）福島工場に２層型フレキシブル
基板フィルム“メタロイヤル”の最新鋭設備を増設する。（2006年4月迄に稼働開始予定）

回路基板等の需要拡大に対応して、東レフィルム加工（株）福島工場に２層型フレキシブル
基板フィルム“メタロイヤル”の最新鋭設備を増設する。（2006年4月迄に稼働開始予定）

増設する最新鋭設備“メタロイヤル”の生産能力（COF標準品種換算)

性能優位性

・密着性

・寸法安定性

・膜厚均一性

品質優位性

・異物低減

・ピンホール低減

・表面突起低減

0

50

100

150

200

2005年3月 2005年末 2006年4月

万m2

１２０

１００

ファインピッチ化対応

ユーザーからの品質向上要請にいち早く対応

今後も“メタロイヤル”の増設を継続的に行い、2009年度売上高を

現在の４倍の100億円に拡大する計画。
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革新的ナノアロイ技術による先端樹脂材料の創出について

異なる２種類の樹脂を混合（アロイ）して、それぞれの樹脂の優れた特性のみを引き出すことに成功。
本技術により、従来では実現不可能だった全く新しい先端樹脂材料の創出が可能となる。

異なる２種類の樹脂を混合（アロイ）して、それぞれの樹脂の優れた特性のみを引き出すことに成功。
本技術により、従来では実現不可能だった全く新しい先端樹脂材料の創出が可能となる。

ナノアロイ（開発材） 従来アロイ

３次元モデル図

1000nm（１μm）1000nm（１μm）1000nm（１μm）1000nm（１μm） 1000nm（１μm）1000nm（１μm）1000nm（１μm）1000nm（１μm）

３次元モデル図

数ﾅﾉﾒｰﾄﾙｻｲｽﾞ（従来の1/1000）で３次元的な連続構造を安定的に作り出すことに成功

○×○○
耐熱性

×○×○
耐薬品性

×○○○
流動性

○○○○剛性

×

×

ＰＢＴ樹脂

○

○

ナノアロイ

（開発材）

○×
透明性＊）

全光線透過率(%)

○×
高速面衝撃

ＰＣ樹脂従来アロイ

○×○○
耐熱性

×○×○
耐薬品性

×○○○
流動性

○○○○剛性

×

×

ＰＢＴ樹脂

○

○

ナノアロイ

（開発材）

○×
透明性＊）

全光線透過率(%)

○×
高速面衝撃

ＰＣ樹脂従来アロイＰＣ樹脂とＰＢＴ樹脂のナノアロイにおいて、両樹脂の

弱点をカバーする新材料を実現

・自動車部品や電気・電子部品等の射出成形用途

向けに１年以内の発売開始を目指す

・透明シートや装飾フィルム等の新規用途開発も進める
＊）１ｍｍｔ成形品
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クールビズ対応企画“クール白書8”の展開について

地球環境問題への全社的取り組みの一環として、２００６年夏のクールビズファッションに対応するた
めの衣料品企画を クール白書8 とし、アパレル・小売店などへ本格的かつ総合的な提案を開始

地球環境問題への全社的取り組みの一環として、２００６年夏のクールビズファッションに対応するた
めの衣料品企画を クール白書8 とし、アパレル・小売店などへ本格的かつ総合的な提案を開始

クールビズ対応製品の提供

①吸・放湿性 ②吸汗・速乾性

③接触冷感性 ④クーリング効果

を持つ高機能製品の提供

＋

クールビズ対応のファッション

企画としてスーツ、ジャケット、

シャツ、パンツ、インナーを

トータルに提案

（ｼｬﾂについてはｸﾚﾘｯｸｼｬﾂを中心に提案）

当社の地球温暖化問題への取り組み

①事業所からの温室効果ガス排出削減につき、
京都議定書の２００８年目標６％を上回る１０％
削減を目標に設定

②「チーム・マイナス６％」に参加

③２００５年夏からオフィスの冷房温度を２８℃
に設定、クールビズを実施

・温室効果ガス削減に向け、クールビズを社会的な取り組みとして定着・促進
・当社が主体となり、川上から川下まで一体となった新しい商流を展開
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本資料中の２００６年３月期の業績見通
し及び事業計画・将来展望についての
記述は、現時点における将来の経済環
境予想等の仮定に基づいています。

本資料において当社の将来の業績を保
証するものではありません。
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